





















を求めるために達成目標を設定すると規定する（Elliot & Thrash，2001）。達成目標の 4つの分類
（Pintrich，2000）には，習得接近目標（Mastery approach goal），習得回避目標（Mastery avoidance 


































































































因子分析では日本での 200部と韓国での 271部を合わせ，合計 471部の全データを使用した。
（1）達成目標項目　達成目標の 12項目について，最尤法（プロマックス回転）による因子分析を
行った。分析には SPSS21を用いた。その結果，予想通り 4因子として判断することが妥当と考え













































































因子間相関 F1 F2 F3 F4
F1 1.00
F2 .27 1.00
F3 .57 .31 1.00































































































































日本（n＝200） .21 .15 .15 .25 .19 .20
韓国（n＝271） .17 .19 .18 .01 .28 －.06
検定統計量 －.70 .28 .25 －2.71＊＊＊ .67 －2.09＊

















































日本　上（n＝37） .10 －.06 －.22 －.14 －.13 .40 .07
韓国　上（n＝95） .02 .20 .24 .17 .21 .13 .34
検定統計量 －.48 1.36 2.43＊＊ 1.68 1.82 －1.86 －.48
日本　下（n＝95） .19 .22 .19 .09 .08 .16 .30
韓国　下（n＝86） .33 .29 －.11 .27 .08 －.12 .34
検定統計量 .75 .15 －2.05＊ 1.46 .07 －1.87 .03
注）＊は p＜ .05，＊＊は p＜ .01
Table 7　日本と韓国の記述統計量
内発 外発 遂回 習回 遂接 習接 学意
日本
平均値 .14 －.09 －.36 －.06 －.31 －.16 －.25
標準偏差　 .84 .85 .87 .99 .95 1.00 1.01
韓国
平均値 －.10 .06 .27 .04 .23 .12 .18
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